
要　　約
　行列簿記はレオンチェフの産業連関表に着想をえて1957年にマテシッチが考案したものとさ
れているが世間一般で広く知られているとはいいがたい。行列簿記の発展性を研究していくう
えで，その出自に立ち戻って研究することは重要である。そこで，広島県の産業連関表に使用
されている係数が行列簿記にどのように転用されているのかを論じるとともに，行列簿記の中
小企業等での実務適用可能性を論じるものである。また中小企業等での経営判断を念頭におき，
収益構造概略図についても論究した。本稿で展開する手法とその成果の一部は，いわばミクロ
レベルでの議論である行列簿記を産業連関表というマクロレベルの問題に対して発展的に適用
できる可能性を模索し，その汎用性と応用可能性についての議論を深め，その経済社会的な有
用性の端緒になることを意図しているものである。そうした意味において，行列簿記には，会
計情報や会計システムにおける「連結環」としての意義と機能が内包されているのである。
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１．問題提起
　行列簿記は1957年にマテシッチによって発表さ
れたが，世間一般で広く知られているとはいいが
たい。一時期には隆盛を誇ったが，その後は理論
的にも実務的にも，いささか行詰りの観を拭えな
いのも事実である。しかしその斬新さや応用可能
性などについては，いまなお有益な成果を産出す
る可能性を秘めたものと考えられる。
　温故知新という言葉がある。現在の会計学や経
済学においては，通常，1957年に提唱されたアイ
デアを探究することは，ある意味での歴史研究に
分類される事柄であるかもしれない。けれども，
そこで展開されている論理や哲学に現代的意義が
ありさえすれば，またそれに現行の会計制度また
は会計システムを改善する可能性が内包されてい
るかぎり，それは広義の制度研究として位置づけ
るものと考えられる。

　本稿では，このような認識に立脚したうえで，
マテシッチ等によって提唱，解釈そして改良され
てきた行列簿記の特性を概観したのちに，それを
産業連関表に適用した際の問題点について考察す
るとともに，行列簿記の中小企業等での実務適用
可能性を論じるものである。なおその際には，直
接的には産業連関表との関連性に注視している
が，それは経営分析の手法としての展開可能性を
も秘めていることをも意識している。
　行列簿記の発展性を研究していくうえで，その
出自に立ち戻って研究することは重要である。そ
こで本稿では，広島県の産業連関表にもちいられ
ている係数を例にとり，行列簿記に実際にどのよ
うにもちいられているのかを論じ，実務に適用で
きるものを模索していくものである。本稿で展開
する手法とその成果の一部は，いわばミクロレベ
ルでの議論である行列簿記を産業連関表というマ
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クロレベルの問題に対して発展的に適用できる可
能性を模索し，その汎用性と応用可能性について
の議論を深め，その経済社会的な有用性の端緒に
なることを意図しているものである。そうした意
味と側面において，行列簿記には，会計情報や会
計システムにおける「連結環」としての意義と機
能が内包されているのである。

２．行列簿記の基本構造とその経緯
⑴　行列簿記と産業連関表

　行列簿記1）（Matrix�Bookkeeping）とは，国民
所得分析や経済波及効果にもちいられるレオン
チェフ（W.�Leontief）の産業連関表（投入−産

出分析：Input-Output�Analysis）（Leontief，1941）
に着想をえて，マテシッチ（R.�Mattessich）が
考案したものとされている（Mattessich，1957）。
行列簿記の定義は越村によると，「従来の複式簿
記のように取引を借方と貸方の左右に仕訳する方
式にかえて，それを縦と横との行列に配列し，一
枚のチャートで仕訳帳，元帳，試算表そして損益
計算書，貸借対照表を同時にあらわし，企業活動
におけるストックとフローの演算を数学上の行列

（マトリックス）と行列式（デターミナント）と
でおこなうことのできる仕組みをもった簿記（越
村，1967，p.113）」となる。

　マテシッチは1957年に行列簿記による説明を簡
単 な 図 示 に よ っ て お こ な っ た（Mattessich，
1957,�p.332）。それを発展させ詳細に説明したの
が図表１である。行列簿記表とは同じ勘定科目群
を図表の上部分および左部分に配し，その交点で
あるマス目に金額を記入することによって仕訳を
おこなうことができる。この図表では理解を助け
るために勘定科目だけでなくアルファベットが配
してある。たとえば，

売掛金　×××／売上高　×××
という仕訳があったとすると，列の受取勘定（売
掛金，受取手形などの合算勘定）と行の売上高勘
定の交点にあるマス目（tSR）に金額が表示され
ることとなる。同様にすべての仕訳を記入してい
くと行列簿記表が完成し，この表ひとつで貸借対
照表や損益計算書等の機能を一覧できるという仕
組みである。

図表１　マテシッチの行列簿記
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売上高� Ｓ tSR
受取勘定� Ｒ tRC tRE
現金� Ｃ tCP tCA tCL tCE
支払勘定� Ｐ tPM tPL tPF tPO tPB
固定資産� Ａ tAF tAO tAE
原材料� Ｍ tMW tME
労務費� Ｌ tLW
工場固定費� Ｆ tFW
仕掛品� Ｗ tWG tWE
製品棚卸資産�Ｇ tGI tGE
営業費� Ｏ tOI
損益� Ｉ tIS
純資産� Ｎ tNI tPB
期首残高� Ｂ tBR tBC tBA tBM tBW tBG
期末残高� Ｅ tEP tEN

（注意）�マテシッチはこの著書では行列簿記（Matrix�Bookkeeping）ということばではなく行列表示（Matrix�Presentation）
ということばを使用している。

（出典） Mattessich（1964,�p.336,�Table�9-1）を若干の加筆修正のうえ引用。
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⑵　ASOBATとコンピュータの発展

　マテシッチが発表した時期は『基礎的会計理論
（A Statement of Basic Accounting Theory :�
ASOBAT）』 が ア メ リ カ 会 計 学 会（American�
Accounting�Association�:�AAA）より公表された
のが1966年であり，まさにその時代にあたる。こ
の報告書は「序説」，「会計基準」，「外部利用者の
ための会計情報」，「内部経営管理者のための会計
情報」および「会計理論の拡張」の５つの部分か
ら構成されており，情報利用者の立場に立った会
計のあり方と会計領域の拡大を議論している。こ
の報告書では，会計は「情報の利用者が事情に精
通して判断や意思決定をおこなうことができるよ
うに経済的情報を識別し，測定・伝達するプロセ
ス」と定義され，会計情報が情報利用者の意思決
定に役立つためには，目的適合性，計量可能性，
不偏性および検証可能性の４つの基準を充足する
必要があるとしている（AAA,�1966）2）。
　この頃のコンピュータは第二世代と呼ばれる時
代である。この時代のコンピュータの特徴は，真
空管の代わりにトランジスタが使われるように
なったことであり，真空管に比べて扱いやすく，
小型化・省電力化が進み，信頼性も向上した。ト
ランジスタを使った家庭用のラジオが普及したの
も，この頃からである。コンピュータは科学技術
者や専門のコンピュータ技師から，一般の技術者
にも使用範囲が広がり，大企業や大学にも普及し
始めたのもこの頃であり，行列簿記の研究も最盛
期であった。
　次に研究が盛んだったのは，「連結キャッシュ・
フロー計算書等の作成基準」が導入され，上場企
業では作成が義務づけられたころである。田中茂
次，安平昭二がキャッシュ・フロー計算書との関
連性で論じ，高松英二，豊田吉顕が分析との関連

性で論じた。行列簿記は XBRL�GL3）（eXtensible�
Business�Reporting�Language�Global�Ledger）と
同様に“源泉”や“使途”をもっているため，
XBRL�GL のデータを利用して企業の意思決定に
利用することも十分に可能である。

３．産業連関表の基本構造と逆行列係数
⑴　産業連関表の基本構造

　国や県を単位とする経済を構成する各産業部門
は，互いに関与しながら，生産活動をおこない，
最終需要部門に対して必要な財・サービスの供給
をおこなっている。産業連関表は財・サービスが
最終需要部門に至るまでに，各産業部門間でどの
ような投入・産出という取引過程を経て，生産・
販売されたものであるかを，一定期間（通常１年
間）にわたって記録し，その結果を行列の形で一
覧表にまとめたものである。
　ある産業部門に一定の最終需要が発生した場合
に，それが各産業に対して直接，間接にどのよう
な影響を及ぼすかを分析するのが，産業連関分析
のもっとも重要な分析のひとつであり，その際に
必要となるのが「逆行列係数」である。たとえば
１台のパソコンを生産する場合，CPU，HDD，
マザーボード，ディスプレイなどの部品が必要で
ある。
　さらに，これらの部品を生産するためには，鉄
鋼やアルミニウムなどが必要である。鉄鋼やアル
ミニウムを生産するためには，鉄鉱石やボーキサ
イトなどの原材料を調達する必要がある。また，
これらの生産のためには商社や輸送機関などが間
接的にかかわっている。このように，ある産業に
対して最終需要が生じると，その影響は当該産業
だけではなく，その産業と生産技術的な関係があ
る他の産業へとどこまでも波及していく。逆行列

（出典）広島県産業連関表（2012）より引用。

図表２　広島県の逆行列係数表　（I－A）-1型
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係数はこの影響の大きさを計測するために必要と
なるものである。
　逆行列係数表には，移輸入の扱いに応じていく
つかの型があり，広島県では（I−A）−1型と［I−

（I−M̂）A］−1型の逆行列係数を公表している。（I
−A）−1型は，最終需要によって誘発される生産
がすべて県内でおこなわれるという仮定で計算さ
れたものであり，産業部門間の技術構造的な依存
関係をとらえるのに適している。一方［I−（I−
M̂）A］−1型は移輸入を考慮したものである。自企
業の構造分析のために行列簿記をもちいる場合に
は，他企業を考慮する必要はないため（I−A）−1

型が利用されることになる。
⑵　行列簿記における逆行列係数

　行列簿記においても逆行列係数はもちいられ
る。もちいられなければ，行列簿記の価値は半減
するといっても過言ではない。行列（I−A）のこ
とをレオンチェフ行列（Leontief�Matrix）とい
い，（I−A）−1の こ と を レ オ ン チ ェ フ 逆 行 列

（Leontief� Inverse�Matrix）という。このとき，
（I−A）が特異でなければ，（I−A）−1を求めるこ
とができ，X ＝（I−A）−1U によって X は一義的
な解をえることができる。すなわち，負債，資本
の前期繰越高と借方係数とが与えられると，各勘
定科目の期末貸方合計額は一義的に決定される。
　逆行列係数とは逆の流れを計算するものであ
る。したがって現行法にもとづく財務諸表の作成
において利用されることはない。利用されるとす
れば意思決定においてである。たとえば，商業簿
記の視点では利益を上げるためにはどの商品を取
り扱えばよいか，工業簿記の視点では目標の利益
を出すために，どれくらいの原料を投入すればよ
いかなどといった場合に利用できる。（I−A）−1

を計算しておけば，さまざまな収益のレベルに応
じた財務計画が可能となり，その計画に沿った期
末貸借対照表の予定作成も可能になるというわけ
である（原田，1972，p.110）。
　しかし「このプロセスが生産技術的意味をもつ
ところの投入係数行列 A による『他部門波及効
果』として知られるものである。したがって『A
が安定しているか』と問うことは『一定の投入比
率で表現されるところの生産技術関係が安定して
いるか』と問うことにほかならない（原田，
1972，pp.110-111）」のではないかというのであ

る。
　この安定性に関しては産業連関表においても疑
問点として挙げられながらも，許容範囲として認
められている状態である。現行法にもとづく帳簿
書類については当然認められることはないであろ
う。しかし，企業内部における意思決定資料とし
ての利用であればまったく問題はないと考える。
そのうえで，一層の安定性を求めるための方策を
あげておく。
　ひとつめは貸方計数の過去10年間の平均値をと
ることにより景気変動の影響を除去する方法であ
る（越村，1967，p.119）。ふたつめは回帰分析に
よって異常値を除去する方法（越村，1980）であ
る。そして３つめはマルコフ連鎖等によりいくら
かの揺らぎをもった数値を作成する方法である

（清水，1974，pp.1-14）。
　行列簿記における行列演算のプロセスで前期に
０であった要素は必ず０となるが，マルコフ連鎖
における行列演算のプロセスでは前期に０であっ
た要素も０でない数値で埋められていく。しか
し，「この場合の数値は会計学上の根拠によるも
のではないのであって，あくまでも確率理論にも
とづく純客観的，純数学的に計算されたものであ
る（清水，1974,�p.14）」ということである。

４．影響力係数と感応度係数
⑴　産業連関表における影響力係数の意義

　産業連関表において県内でどの産業が他部門に
強く影響を及ぼすのか，換言すれば，県は産業を
育てていくためにどの部門に効果的に資金を落と
せばよいのかを考えるための係数が影響力係数と
感応度係数である。
　逆行列係数表の各列の数値は，その列部門に対
する最終需要が１単位だけ発生した場合には，各
行部門に直接，間接に必要となる生産量を示し，
その合計（列和）は，その列部門に対する最終需
要１単位によって引きおこされる産業全体に対す
る生産波及の大きさをあらわす。この部門別の列
和を列和全体の平均値で除した比率を求めると，
それはどの列部門に対する最終需要があったとき
に，産業全体に対する生産波及の影響が強いかと
いう相対的な影響力をあらわす指標となる。これ
が，「影響力係数」といわれるものであり，つぎ
の式によって計算される。
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　　部門別影響力係数＝逆行列係数の各列和÷
　逆行列係数表の列和全体の平均値

　広島県における影響力係数の高いものは（I−
A）−1型 の 場 合， ① 製 造 業1.439618， ② 建 設 業
1.125771，③鉱業1.148460である。一方［I−（I−
M̂）A］−1型の場合，①鉱業1.161156，②製造業
1.025480，③運輸業1.038110である。広島県は自
動車産業，造船業などを中心とした工業県として
知られるが海外依存度が高いために製造業，建設
業の県内への力が低めであることがわかる。それ
に対して鉱業は県内への経済波及効果が高いこと
が読み取れる。
⑵　産業連関表における感応度係数の意義

　逆行列係数表の各行は，表頭の列部門に対して
それぞれ１単位の最終需要があったときに，その
行部門において直接，間接に必要となる供給量を
あらわしており，その合計（行和）を行和全体の
平均値で除した比率は，各列部門にそれぞれ１単
位の最終需要があったときに，どの行部門が相対
的に強い影響力を受けることとなるかをあらわす
指標となる。これが「感応度係数」といわれるも
のであり，つぎの式によって計算される。
　　部門別感応度係数＝逆行列係数表の各行和
　÷逆行列係数表の行和全体の平均値

　広島県における感応度係数の高いものは（I−A）−1

型 の 場 合， ① 製 造 業2.871285， ② サ ー ビ ス 業
1.437592，③金融・保険業1.182326である。一方

［I−（I−M̂）A］−1型 の 場 合， ① サ ー ビ ス 業
1.597492，②金融・保険業1.419055，③製造業
1.294080である。広島県の経済が活性化されたと
きに最も影響を受けるのはサービス業であること
がわかる。

５．利益感度分析の意義とその利用
⑴　利益感度分析の意義

　産業連関分析における影響力係数と感応度係数
は有効ではあるが，平均値との比較によって影響
を図るという点で明確さに欠ける点は否めない。
そこで企業においてどの商品（または製品）を取
り扱えば利益が効果的にあげられるのかを利益感
度分析をもちいて西の論を中心に言及する（西
ら，2009）4）。
　巷間では「経営」と「会計」は混同されがちで
ある。そこで簡単な図表で経営状態を把握し，経

営判断に活かそうとするのが利益感度分析であ
る。これは会計恒等式，直接原価計算，線形計画
法をベースに理論が構築されている。税法で義務
づけられている全部原価計算は，材料費だけでな
く固定費を配賦しているため，意思決定や将来の
予測，経営計画等に錯覚，勘違いをもたらすこと
が多い。そこで直接原価計算をもちいる。
　直接原価計算と全部原価計算の利用の是非につ
いては1960年代をピークとして論争された。しか
し1970年代初頭の諸規則・諸基準の全部原価計算
支持（指示）により，一応の決着を見ることにな
る（高橋，2010，p.1）。ところが「現代では製品
ライフサイクルが短く，在庫を次期以降に繰り延
べることが必ずしも将来の利益獲得に結び付かな
い（高橋，2014，p.164）」など全部原価計算につ
いてのさまざまな問題が再び指摘されはじめてい
る。そのため「もはや全部原価計算を積極的にも
ちいる理由はない。直接原価計算の利用について
再考する必要がある」という意見が出るにいたっ
ている。そこで直接原価計算の利用について検討
することは有用であると考えられる。
　利益感度分析の特色は，「経営に重要なのは粗
利総額と固定費のバランス」ととらえる点であ
る。そして収益構造概略図（図表３）等をもとに
経営方針を定め，最終的には行列簿記表によって
経営状態を把握しようとするものである。このと
き，経営者が経営判断を容易にするために収益構
造概略図をもちいるとともに，財務諸表をも経営
者に理解しやすい形にするために行列簿記表をも
ちいている。決算書は損益計算書，貸借対照表，
キャッシュ・フロー計算書の三表からできている
が，行列簿記では１枚の表のうえで三表にどのよ
うに反映されたかがわかるという利点がある。
⑵　利益感度分析の具体例

　利益感度分析について理解を深めるために，具
体的な数値をもちいて説明する。企業が利益を増
やすためには，売価を上げる，仕入単価を下げ
る，売上数量を多くする，固定費を下げる，など
が考えられる。図表３のような収益構造をもつ企
業があった場合，どの要素を変化させることが
もっとも効果的であろうか。利益感度分析につい
ての理解を容易にするために西らの収益構造概略
図を利用して説明する。
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　まず固定費 F について考察する。現状の利益
がゼロになるのは固定費 F が100になったときで
ある。このとき固定費 F の利益感度はつぎのよ
うに計算する。
　固定費の利益感度 Fk＝（利益がゼロになる固定

費 F÷現在の固定費 F）

　具体的な数値をあてはめるとつぎのようにな
る。
　Fk＝（100÷80）＝1.25（25% 増）
　Fk は固定費の利益感度をあらわす。F は現状
の80円，F’は増加後の金額100円である。固定費
を今より25% 多く使った場合，この会社の利益
は消滅する。したがって，固定費 F の利益感度
Fk は25% である。
　つぎに数量 Q を客の人数と仮定する。現状で
は10人のお客 Q をもち利益 G が20円の会社が
あったとすると，何人のお客が減ると利益がゼロ
になるかを求める。G がゼロということから逆算
すると F，MQ の値が80であると求められる。
MQ とは M と Q を掛け合わせた金額であること
から図表３より M ＝10が与えられているので Q
の値は８となる。PQ，VQ の値は単純な乗算に
より求められる。結果として数量 Q の利益感度
はつぎのようになる。
　Qk＝（Q’÷ Q）×100＝（8÷10）＝0.80（20% 減）
　同様に原価 V について考察する。現在20円で
仕入れている商品あるいは原材料がいくら値上が
りすると利益 G はゼロになるだろうか。MQ が
80であることから MQ ÷ Q より M が８であると
求められる。つぎに P − M ＝ V から V が22で
あることも求められる。結果として，原価 V の
利益感度 Vk はつぎのようになる。
　Vk＝（V’÷ V）×100＝（22÷20）＝1.10（10% 増）
　最後に売価 P について，現在30円の売価をい

くらまで値引きできるかを考察する。まず原価 V
と数量 Q から VQ が200であることが求められる。
つぎに VQ＋MQ より PQ が280であることが求
められる。そして PQ÷Q より P が28であること
が明らかになる。したがって，価格 P の利益感
度 Pk はつぎのようになる。
　Pk＝（P’÷ P）×100＝（28÷30）＝0.933（6.7% 減）
　それぞれに求めた利益感度を数値の小さい（利
益感度が高い）順に並べると，Pk6.7％，Vk10%，
Qk20%，Fk25% の順になる。したがってこの企
業においてもっとも効果的なのは売価 P の増額
であり，販売単価や値引きの在り方の変更という
ことになる。逆に効果が薄いのは固定費 F の削
減ということになる。当然，この順番は企業に
よってあるいは同じ企業でも店舗によって異なる
ことはいうまでもない。

むすび
　行列簿記は産業連関表からの借用として産声を
あげた。それはケネーの「経済表」，マルクスの

「再生産表式」，ワルラスの「一般均衡理論」，レ
オンチェフの「産業連関表」とパチョーリの「複
式簿記」の総合といえるかもしれない。そのた
め，うまく借用できた部分，できなかった部分が
混在している。
　行列簿記は産業連関表から借方係数（貸方係
数），逆行列係数など多くの借用をしている。そ
のなかで利用価値が最も高いのは，影響力係数と
感応度係数の援用である利益感応度分析である。
直接原価計算をもちいることについては賛否両論
あるが中小企業の経営者等が意思決定をするため
のデータを作るには良いツールだと考える。なぜ
なら全部原価計算では在庫を多く抱えていても利
益が計上されてしまうため，売上金額のみをもち

P V20 PQ
30 M10 Q10 300 MQ F80

100 G20

VQ200

 

図表３　収益構造概略図

（注意） �P:�価格 Price，V:�原価（変動費）Variable�cost，Q:�数量 Quantity，
F:�固定費 Fixed�cost，G:�利益 Gain，PQ:�売上高（P×Q），VQ:�売
上原価（V × Q），MQ:�粗利総額（M × Q）

（出典）西ら（2009）p.147を参考に本稿筆者作成。
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いる直接原価計算のほうがリニア・プログラミン
グに親和性が高く経営判断に適しているからであ
る。
　最適解を計算式で求めるものにリニア・プログ
ラミングがある。これも手計算でおこなうと大変
であるが，クラメルの公式という行列式で解けば
非常に容易に解をもとめることができる。さらに
いえばかつてゴール・プログラミングと呼ばれた
ものも，現在では MS-Excel のソルバー機能を利
用すれば瞬時に計算することが可能である5）。
　表現形式としての行列簿記表は表が大きくなる
という劣位性を内包しているとはいえ，中小企業
などにおいてはとくにその劣位性を意識すること
なく利用することは可能である。財務会計ソフト

「勘定奉行」に打ち込むと行列簿記表に出力される
ようにカスタマイズされている商品も実在する6）。
入力時点では通常おこなわれている勘定式の仕訳
形式であるが，出力時点では勘定式の財務諸表で
はなく行列簿記表に変換されているのである。俯
瞰的に帳票をみるうえで，行列簿記は捨てがたい
魅力をたずさえている。また経営判断を補うもの
として収益構造概略図を論じた。日々の仕訳を行
列簿記表に記入していくことで自動的に収益構造
概略図を作成することは可能であり，中小企業の
意思決定に大いに役立つことが期待される。
　中小企業の「社長は数字の下ヒトケタまで知る
必要はない（奥村，1977，p23）」という感覚で
経営を俯瞰するためのツールとしての利用は古く
から存在する。また経営シュミレーションゲーム

（マネジメントゲーム：MG）を実施しながら仕
訳をおこない，終了後に短時間でマトリックス会
計表（行列簿記表）に記入することで中小企業の
社長や社員教育の一環として利用している例は存
在する（西，1988）。このように行列簿記のもつ
一覧性は瞬時の経営判断を養うためには有効であ
る。
　行列簿記にはいまだ多くの可能性と利用方法が
あると考えられる。われわれは有効に利用する手
立てを考えていかなければならない。本稿がその
契機になれば幸いである。

注
１）ベリニ（Clitofonte�Bellini）は将棋盤式簿記

（la�scrittura�doppia�a�scacchiera），ロッシ

（Giovanni�Rossi）は将棋盤式複式（二重分
類 ） 簿 記（lo�scrittura� in�partita�doppia�a�
forma�di�Scacchiera），ゴンベルグ（L.�Gom-
berg） は 同 時 記 入 簿 記 法（ein�besondere�
synkro�BuchhAltungsmethode（a�scacchi-
ere）），コーラー（Eric�L.�Kohler）は展開表

（spread�sheet）と呼んだ。
　　越村信三郎（1968）『詳解　行列簿記――原

理と応用――』第三出版，pp.53-62。
２） な お，FASB や IFRS は そ れ ぞ れ Concept�

Statement を発表しているが，時代背景を考
えるとマテシッチは ASOBAT の影響を最も
受けていると考えることが妥当である。

３）XBRL�GL の意味も当初は General�Ledger
（総勘定元帳）もしくは The�“Journal”�Tax-
onomy（仕訳帳）などと説明されていた。

　　『XBRL�FACTBOOK�2005』Vol.7，一般社団
法人 XBRL�Japan，�2005年11月，p16。

４）西　順一郎らはこれを「MQ 会計」と呼び，
宮崎栄一は「未来会計」と呼んでいる。

５）MS-Excel にソルバー機能が追加されたのは
1995年に Excel95が発売されたときである。

６）勘定奉行ｉシリーズ対応�マトリックス会計�
MX-PRO�Ver.6� という会計ソフトは普通に
仕訳を入力すれば行列簿記形式に出力するこ
とが可能である。

７） ITS ウェブサイト『戦略 MQ 会計・マトリッ
クス会計』，http://www.mxpro.jp/ ﾏﾄﾘｯｸｽ会
計 -mxpro/，［2017年1月2日閲覧］。
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